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１ 事実の概要





成12年７月17日までの取引 (以下, 第１取引) と平成14年４月15日から平成21




















法と政治 68巻 4号 (2018年 2月) 71(939)
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72(940) 法と政治 68巻 4号 (2018年 2月)
する相殺の抗弁につき判断をしても, 当該債権の存否に係る本訴における判断
と矛盾抵触することはなく, 審理が重複することもない｡ したがって, 反訴に
おいて上記相殺の抗弁を主張することは, 重複起訴を禁じた民訴法142条の趣


























法と政治 68巻 4号 (2018年 2月) 73(941)
(１) 本判決に関する評釈としては, 宮川聡 ｢判批｣ 甲南法務研究12号 (2016年) 113頁,
上田竹志 ｢判批｣ 法学セミナー738号 (2016年) 124頁, 今津綾子 ｢判批｣ 法学教室430号
(2016年) 144頁, 山本弘 ｢判批｣ 金融法務事情2049号 (金融判例研究26号) (2016年) 26
頁, 内田義厚 ｢判批｣ 新・判例解説 Watch19号 (2016年) 157頁, 高部眞規子 ｢判批｣ 金
融・商事判例1508号 (2017年) 16頁, 林昭一 ｢判批｣ 平成28年度重要判例解説 (ジュリス
ト臨時増刊1505号) 140頁, 河野正憲 ｢判批｣ 名古屋大学法政論集271号 (2017年) 157頁,
松村和 ｢判批｣ 早稲田大学法務研究論叢２号 (2017年) 239頁以下などがある｡




｢時効によって消滅した｣ とは, 時効期間の満了を意味するのであろうか, そ
れとも時効の援用時を意味するのであろうか｡ 不確定効果説 (停止条件説) に
従うならば, 時効の援用時が基準となりそうであるが, 本件においては, 時効










































74(942) 法と政治 68巻 4号 (2018年 2月)
(２) 法務大臣官房司法法制調査部監修 『法典調査会民法議事速記録三』 (商事法務, 1984
年) 586頁以下 (第74回法典調査会議事速記録穂積陳重発言)｡

































法と政治 68巻 4号 (2018年 2月) 75(943)
(４) 鳩山秀夫 『日本債権法 (総論)』 (岩波書店, 第３版, 1916年) 380頁, 中島弘道 『民
法債権法論』 (清水書店, 訂正第２版, 1927年) 601頁｡
(５) 岡松参太郎 『民法理由書 下巻』 (有斐閣, 1897年) 329頁, 石坂音四郎 『日本民法 第
三編債権 第五巻』 (有斐閣, 1915年) 1544頁, 横田秀雄 『債権法総論』 (清水書店, 訂正
第17版, 1921年) 945頁, 勝本正晃 『債権法概論 (総論)』 (1955年, 第９版, 有斐閣) 484
頁, 於保不二雄 『債権総論 [新版]』 (有斐閣, 1972年) 418頁, 林良平・石田喜久夫・高
木多喜男 『債権総論 [改訂版]』 308頁 [石田喜久夫] (青林書院新社, 1982年) など｡


























































76(944) 法と政治 68巻 4号 (2018年 2月)
(９) 松久三四彦 『時効制度の構造と解釈』 (有斐閣, 2011年) 27頁｡


































法と政治 68巻 4号 (2018年 2月) 77(945)
判示して上告人の主張を排斥した原判決に所論指摘の違法ありとなし得ない｣
として, すでに時効にかかった債権を譲り受けた者が508条に基づいて相殺を




ことを得と定め (民五〇八) たのであって, ここにいう時効により消滅した債
権とは, 法律上規定された消滅時効の期間の経過した債権の意味であって, す
なわちかかる債権については消滅時効の期間経過後と雖も, その期間経過前に









経過しているが, このような場合においても民法508条の (類推) 適用が認め











































も, 債権者 (注文者) は注文代金債権と損害賠償請求権が対当額で消滅したも
のと信じるものであり, 公平の見地から注文者は保護されるべきとして, 民法
508条の類推適用を認めている｡
































昭和39年判決では, 民法508条の ｢時効によって消滅した｣ 時点が時効期間
満了時であるのか時効の援用時であるのかにより, 援用時までに増加した債権
額についても相殺ができるか否かが争われた｡ これにつき同判決は, 民法508
条の ｢時効によって消滅した｣ 時とは, 時効期間が満了した時点であるという
ことを示した｡
また,近時の判例である最高裁平成25年２月28日判決民集67巻２号343頁 (以
下, 平成25年判決とする) においても, 昭和39年判決と同じ考えが示されてい
る｡ 原審の確定した事実によると平成25年判決の事案は以下のとおりとなる｡
Ｘ (本訴原告・反訴被告・被控訴人・被上告人) は, 貸金業者であるＹ (本
訴被告・反訴原告・被控訴人・被上告人) との間で, 平成７年４月17日から平
成８年10月29日まで, 利息制限法所定の制限を超える利息の約定で継続的な金
銭消費貸借取引を行った｡ この取引の結果, 同日時点において, 過払金が発生
していた (以下, この過払金に係る不当利得返還請求権を ｢本件過払金返還請




















80(948) 法と政治 68巻 4号 (2018年 2月)
で, 金銭消費貸借取引等による債務を担保するため, 自己の所有する不動産に
根抵当権 (以下 ｢本件根抵当権｣ とする｡) を設定した｡ Ａは, 同月31日, Ｘ
に対し, 貸し付けを行った｡ この金銭消費貸借契約には, Ｘが同年３月から平
成29年２月まで毎月１日に約定の元利金を分割弁済することとし, その支払を
遅滞したときは当然に期限の利益を喪失する旨の特約 (以下 ｢本件特約｣ とす
る｡) があった｡ Ｙは, 平成15年１月６日, Ａを吸収合併する旨の登記を完了
して, Ｘに対する貸主の地位を承継した｡ Ｘは, Ａ及びＹに対し, 継続的に弁
済を行っていたが, 平成22年６月２日の時点においても, 元金全額の弁済には
至っていなかった (以下, この残元金に係る債権を ｢本件貸付金残債権｣ とす
る｡)｡ Ｘは, 同年７月１日の返済期日における支払を遅滞したため, 本件特約
に基づき, 同日の経過をもって期限の利益を喪失した｡ Ｘは, 平成22年８月17
日, Ｙに対し, 本件過払金返還請求権を含む債権を自働債権とし, 本件貸付金
残債権を受働債権として, 対当額で相殺する旨の意思表示をした｡ これに対し
Ｙは, 平成22年９月28日, Ｘに対し, 本件過払金返還請求権については, 取引
が終了した時点から10年が経過し, 時効消滅しているとして, その時効を援用
する旨の意思表示をした｡


















法と政治 68巻 4号 (2018年 2月) 81(949)















裁判所は, ｢民法508条の趣旨に照らせば, 同条が適用されるためには, 消滅時
効が援用された自働債権はその消滅時効期間が経過する以前に受働債権と相殺
適状にあったことを要する｣ として, 昭和39年判決と同じく同条にいう ｢時効






























82(950) 法と政治 68巻 4号 (2018年 2月)
護という点からすると, ｢消滅時効期間経過以前に相殺適状に至った場合に,
例外的に相殺の効力を認めるのが相当な当事者の信頼があるといえる｣ ことを
平成25年判決は示したこととなり, くわえて, ｢実質的にみても, 時効援用時
説を採ると, 自働債権の債務者が消滅時効を援用しない限りは相当古い債権で
あっても自働債権として相殺できることになり, 民法508条の立法趣旨を逸脱



























法と政治 68巻 4号 (2018年 2月) 83(951)
(11) 山地修 ｢判批｣ 法曹時報66巻10号190頁 (2014年)｡
508条に基づく相殺の意思表示がなされることが予想される｡ このとき, 同条
の適用を巡っては, 時効期間満了時, 時効の援用時, 相殺適状時, 相殺の意思
表示時の４時点が考えられ, 時効に関する２時点と相殺に関する２時点のいず
れを基準とするかにより相殺の可否や相殺の範囲に変化が生じることとなる｡
なぜならば, 時効の援用について, 確定効果説によると, 時効期間の満了によ
り権利の取得や消滅という時効の効果が確定的に生じ, それに対し, 不確定効






ており, また, 同時期に出された今般の民法 (債権法) 改正における中間試案
においても取り上げられるなど, 相殺と時効の関係において重要な論点と考え





























84(952) 法と政治 68巻 4号 (2018年 2月)
(12) １時効消滅した債権を自働債権とする相殺 (民法第508条) の見直しの要否
民法第508条を見直す場合には, 相殺適状にある債権債務が清算されているという当事者
の期待を保護しつつも, これを合理的な範囲で制限し, 時効期間が満了した債権の債務者
に, 時効援用の機会を確保するという視点が重要であるという指摘がある｡ そして, この
ような視点から, ①債権者Ａは, 時効期間の経過した自らの債権の債務者Ｂが時効を援用
する前に, 当該債権を自働債権として相殺の意思表示をすることができるが, ②その場合
























法と政治 68巻 4号 (2018年 2月) 85(953)
のように考えるか｡ (｢民法 (債権関係) の改正に関する検討事項 (５)｣ (民法 (債権関係)
部会資料101) 1314頁)
(13) 商事法務編 ｢民法 (債権関係) の改正に関する中間試案｣ 別冊 NBL143号 (2013年)
111112頁｡
(14) 潮見佳男教授は ｢民法508条の条見出しおよび規定文言は 『時効によって消滅した債
権』 となっているが, 今日の通説・判例は, 消滅時効につきいわゆる停止条件・不確定効
果説を採用しているため (最判昭和61年３月17日民集40巻２号420頁), 時効の援用を待っ
てはじめて当該自働債権は消滅することになる｡ その意味では, 同条の文言表現は, やや






も気になる)｣ として, 民法508条のあり方について疑問を呈する｡ そして, このような理
由から中間試案のような ｢相殺による債権債務の消滅の利益を享受する意思を相殺権者が
表示した時点 (＝相殺の意思表示の時点) と, 時効による債権の消滅の利益を享受する意




























て, 最後に自働債権の消滅時効が援用されている｣ ため, ｢自働債権の時効消
滅時点を, 時効完成時点を基準とするのか, 時効援用時点を基準とするのかに




















86(954) 法と政治 68巻 4号 (2018年 2月)
(15) ｢民法 (債権関係) の改正に関する要綱案のたたき台 (4)｣ (民法 (債権関係) 部会資
料69A) 3435頁)
(16) 改正の経緯等については, 深谷格 ｢民法五〇八条における相殺適状の意義及び時効期

















成させてしまった自働債権者は保護されない｣ としてしまうと, 情報量, 情報
管理力を背景に金融機関や事業者が勝つに決まっていると指摘し, このような
中間試案の考えは ｢停止条件説をいわば公式として相殺の場面でも機械的に適
用した結果で｣ あるけれども, ｢ここでは全く理論倒れで, 結果も妥当ではな
い｣ と批判される
(18)
｡ また, ｢そもそも相殺が問題となるような場合は, 債権管
理がかなり正確に行われていることが前提となっている｡ その点で, 時効を根













法と政治 68巻 4号 (2018年 2月) 87(955)
(17) 北居功 ｢判批｣ 民商法雑誌148巻３号330頁以下 (2013年)｡
(18) 松久三四彦・香川崇・金山直樹 ｢時効法の改正に向けて―中間試案をめぐって｣ 法律
時報85巻12号73頁 (金山発言) (2013年)｡

















































88(956) 法と政治 68巻 4号 (2018年 2月)
(20) 金山・前掲注 (19) 7 頁｡
(21) 金山・前掲注 (18) 73頁｡
(22) 松久三四彦 ｢消滅時効が完成した債権による相殺―最一小判平成25年２月28日民集67
巻２号343頁及び民法 (債権関係) の改正に関する中間試案の検討を中心に―｣ 青竹正一






踏まえつつ, 調整を図る必要がある｣ とされる｡ そして, 民法508条の改正が
なされず現行条文のままとされたことについては, ｢民法508条の規律を維持す
るならば, 時効について停止条件説 (不確定効果説) を採用する判例との不整
合は依然として解消されないこととなる｣ と指摘される｡ そのような問題を解
消する手段として, ｢相殺が義務者の義務の履行である弁済に順ずるものと位
置づけられているのに対し, 時効は, 『権利者でない者が権利を取得し, 義務






















法と政治 68巻 4号 (2018年 2月) 89(957)












































90(958) 法と政治 68巻 4号 (2018年 2月)
(24) 新井敦志 ｢判批｣ 立正法学論集第48巻第２号 (2015年) 187189頁｡
(25) 以上の学説のほかに, 深川裕佳教授は, 相殺と時効の援用の問題に関して, 確定効果
説・不確定効果説のいずれであっても遡及効を伴うものである以上, その効果に違いはな
く, そのような視点だけではこの議論に決着はつかないと指摘される｡ そして, 問題とな
るのは ｢民法508条により保護される相殺の期待がどのような状態から発生するのかとい






















状態の尊重, ②立証困難の救済, ③権利の上に眠る者は保護しない, の３点が
あげられるとされる｡ このうち, いずれが時効の存在理由であるのか, もしく
は複数が存在理由として考えられるのかなど, 学説が多岐にわたり, 議論が錯






まず, ②の立証困難の救済であるが, 一般に, 債権者は自身の債権を行使し
















決済機能, 公平保持機能といった機能があるとされている｡ これは, 相殺適状
下においてはわざわざ実際に弁済を行わずとも意思表示のみによって弁済をな







































































法と政治 68巻 4号 (2018年 2月) 93(961)
(26) なお, 今般の民法 (債権法) 改正により, 時効の中断は ｢時効の更新｣ と改められ,
催告については, 従来の時効の停止にあたる ｢時効の完成猶予｣ に取り込まれるなど, 大
幅な改正がなされることとなっている｡
定した時点で債権が ｢時効によって消滅した｣ こととなるであろう｡ そのため,
平成25年判決や本判決のように, 時効期間満了時を基準とすることを不確定効
果説 (停止条件説) から説明することは困難であると考えられる｡













































94(962) 法と政治 68巻 4号 (2018年 2月)
(27) 北居・前掲注 (17) 328頁, 金山・前掲注 (18) 73頁など｡ このほかに, 松田佳久教
授は, そもそも民法508条の時効については従来から判例は確定効果説を採用していると


































法と政治 68巻 4号 (2018年 2月) 95(963)
うな理解はするべきではなく, その点で本判決の判断は妥当なものであるとい
















わけ ｢時効によって消滅した｣ との文言の理解のためには, 時効制度と相殺制
度の両側面からの説得的な根拠の提示が必要であるが, いまだそこまで言及す























96(964) 法と政治 68巻 4号 (2018年 2月)
